
 
6 月 自民党が、『ＮＥＷＳ２３』（ＴＢＳ系）の電力システム改革法案廃案のニュー

スの伝え方が政府に批判的であったとして、ＴＢＳに取材拒否を通告。 

12 月 6 日 秘密保護法の強行採決、成立。 

12 月 ＮＨＫ人事に介入（経営委員会へ安倍首相の「お友達」（百田尚樹、長谷川三千子、中島尚正、

本田勝彦）を送り込んだ）。 

2013年 

1 月 籾井勝人氏がＮＨＫ会長に就任（就任あいさつ「政府が“右”というのを、“左”

とは言えない」）。 

10 月 6 日 安倍首相が、集団的自衛権行使の根拠を特定秘密に指定することがあり得ると答弁。 

10 月 15 日 秘密保護法の運用基準を閣議決定。 

11 月 法成立前、内閣法制局が秘密保護法を「必要性弱い」と疑問視していたと判明。 

11 月 26 日 自民党がテレビ朝日に対して『報道ステーション』の内容を問題視し「公平中立な番組

制作に取り組むよう、特段の配慮」を求めるとの「要請書」を密かに送ったことが判明。 

12 月 10 日 秘密保護法施行。外務省、防衛省、警察庁などが６万件を指定。 

1 月 9 日 14 年末時点で特定秘密に３８２事項、１０機関が指定。 

2 月 5 日 「人質事件」の情報、「内容公表せず」（秘密指定の可能性に答弁で言及）。 

3 月 27 日 報道ステーションの古賀茂明氏をコメンテーターから外すように官邸ら圧力？ 

4 月 17 日 自民党政調会内の「情報通信戦略調査会」がテレビ朝日の経営幹部を自民党本部に呼びつ

けて、「事情聴取」。 

4 月 18 日 特定秘密に指定した文書や画像１８万９０００件（防衛省が最多で６万件）。 

4 月 28 日 高市早苗総務大臣が『クローズアップ現代』の放送内容に関しＮＨＫに「厳重注意」。 

5 月 21 日 自民党情報通信戦略調査会が役員会にＮＨＫの堂元光副会長を呼んで「事情聴取」。 

6 月 22 日 「特定秘密」３８２件が初めて国会に報告。チェックの困難さが露呈。 

6 月 25 日 自民党国会議員勉強会「文化芸術懇話会」（代表＝木原稔・党青年局長）で「マスコミを

懲らしめるには広告料収入をなくせばいい」「（沖縄の地元２紙は）左翼勢力に完全に乗っ

取られている。沖縄の世論のゆがみ方を正しい方向に持っていく」との発言が出る。 

10 月 18 日 特定秘密、新たに３５件。政府から公表されるのは件数のみ。 

11 月 6 日 放送倫理・番組向上機構（ＢＰＯ）が意見書を発表。高市総務相によるＮＨ

Ｋへの「厳重注意」に抗議。「情報通信戦略調査会」や「文化芸術懇話会」で

の発言について「政権党による圧力そのもの」と非難。 

11 月 10 日 安倍首相、ＢＰＯ意見書に反論、「法規違反に対応は当然」 

11 月 「放送法順守を求める視聴者の会」による岸井成格氏への攻撃。 

「安保法制は廃止を」の報道に「放送法違反」を持ち出し意見広告。 

11 月 日本政府がデイビット・ケイ氏（国連人権理事会「表現の自由」特別報告者）の日本調査のた

めの訪日をドタキャン 

12 月 1 日 秘密保護法完全施行、適性評価対象９.７万人 

11 月 谷垣氏「テロ対策に共謀罪を」 

12 月 8 日 会計検査院が特定秘密保護法について「憲法上問題」と指摘 

12 月 22 日 参院情報監視審査会、特定秘密２件の提示要求を否決 

2014 年 

1 月 13 日 特定秘密４４３件に(装備庁１６件) 

２月８日  高市総務相がテレビ局の放送内容に対し「電波停止」措置の可能性に言及 

2 月 25 日 政府は、会計検査院（全収支を検査する権限）への特定秘密の提供拒否の可能性に言及。 

3 月 30 日 衆参の情報監視審査会が「報告書」発表。政府が情報提供拒む姿勢を問題視。 

4 月 ＮＨＫ籾井会長、熊本地震に際して「（政府の）公式発表に基づく報道を」と指示。 

4 月 19 日 「表現の自由」国連特別報告者デイビッドケイ氏が会見。「報道の自由と表現

の自由が危機に」と指摘。 

4 月 15 日 盗聴法（通信傍受法）の範囲を拡大する改正法が成立 

4 月 27 日 秘密指定６１件を追加。2015 年末までに 38 人が適性評価を拒否したと政府報告書。 

4 月 日本の「報道の自由度」は 72 位（2010 年 11 位、2014 年 59 位、2015 年 61 位） 

5 月 19 日 特定秘密、初の解除（外務省と警察庁）。現存しない情報も秘密指定できると記者会見。 

2015年 
 

2016 年 
 


